
取組内容とその成果
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プログラムの目的及び内容

就職内定状況の低迷と早期離職問題は、専門就職

の中での職域の広がりと職種の増加に伴い、医療・

福祉系学生においても切実な問題である。さらに、

超高齢社会を迎えた医療・福祉の職域において、就

業力向上に繋がる就職支援は、高齢者の生活の質を

支える資質の高い人材確保としての意義も大きい。

本事業を通じて、医療・福祉を支える人材の就職支

援態勢の強化を図るものである。

到達目標

本取組では、①医療・福祉系の学生個々の適正や

能力に対応した、きめ細やかな就職支援を充実させ

るとともに、②地域の企業（職場）や職能団体等の

ニーズを反映した、卒業後の学生自らの就業力を向

上できるキャリア形成を促進させることを目標とし

て、A）内定率の向上、B）学生・企業（職場）間の

ミスマッチ就職の回避、C）早期離職率の低減の達

成を図ることを目標とする。

プログラムの実施内容

①各職域の専門的知識と勤務経験を有する就職相

談員２名を配置し、学生個々の適正や能力に対応し

た就職支援を実施するとともに、②企業（職場）や

職能団体（歯科医師会と介護福祉士会）等と連携し

たガイダンス・説明会の実施を通じて、個々の学生

が企業（職場）等のニーズを把握し、自らの就業力

を向上できるキャリア形成を促進し、就職支援の一

層の向上が図られるものである。

プログラムの成果

１．当該プログラムの周知方法等

学内では、どのような方法で周知徹底したのか。

（１）教職員に対する周知方法：

本学では本事業の財政支援後の 2011( 平成 23) 年

度も、学生が社会的・職業的自立につながる就業力

とキャリア形成能力をしっかりと身に付けられるよ

う、本学学生の就職支援及び就業力支援事業の質的

転換の重要性を確認し、学内組織体制を整えてきた。

取組の基盤となる『就業力支援委員会』を設置する

とともに、『就業力支援委員会規則』として必要な

事項を定め、教職員に対する周知徹底を図るために、

2010( 平成 22) 年 12 月 13 日から施行している。就業

力支援委員会は、学務・FD 委員会とともに、社会

的・職業的自立へ繋げる就業力育成教育の中心であ

り、学長を中心とするマネジメント体制の下に、教

授会に対して活動実績の報告を行うとともに、教授

会からは活動についての助言と指導をもらうことで、

適宜教職員に対する周知徹底を図りながら、PDCA

サイクルとしての活動の質の向上を図ってきた。

（２）学生に対する学内周知方法：

取組を全学的なものにするために、学内掲示ポス

ターを作成し、教授会での了承の上で、効果的な学

内周知の方法として活用した。同ポスターには、学

生が率先して包括的な就職支援やキャリア形成支援

を受けるように、取組の概要や年間スケジュールを

掲載するとともに、担当教職員の顔写真や学生への

メッセージも合わせて掲載するなどの工夫をし、講

義室内掲示板、学年ごとの学生掲示板、就業力支援

員２名が常駐している就業力支援室の入り口などに

掲示することで効果的な学内周知を図った。

２．当該プログラムの成果

①自己評価は、どのような観点で行ったか。

（１）学生からの評価：

取 組 期 間
区 分
所 在 地
設 置 者

2009(平成21)年度～2010(平成22)年度
就職支援推進プログラム
〒814-0193 福岡県福岡市早良区田村2丁目15-1
学校法人 福岡学園

超高齢社会の就業力向上につなげる医療・福祉系学生の就職支援

私立 福岡医療短期大学
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・本事業及び 2011( 平成 23) 年度に実施したガイダ

ンスやセミナーについての当該学生を対象としたア

ンケート調査による取組の有効性の評価（学生の意

欲・満足度やニーズ、有用性など）

（２）教職員からの評価：

・学内キャリア形成支援体勢の質向上のために、

  全教職員を対象に実施した他大学有識者を講師

とする『特別 FD 講演会』実施時のアンケート

調査

・本学教授会における就業力支援委員会の活動実

績等についての評価

（３）学外有識者からの評価：

・本事業及び 2011( 平成 23) 年度に実施したキャリ

ア形成に係る教育事業（『大学生の就業力育成支援

事業』）についての外部有識者『評価委員会』に

おける外部評価

（４）修学状況・就職支援・キャリア形成支援につ

いての評価：

・学生に対する教育効果（履修状況や履修態度、

退学率など）

・学内教育支援体制への効果（就業力支援員

による就職支援の状況など）

（５）就職状況・キャリア形成状況についての評価：

・就職内定や就職率の向上と離職率の低減

②到達目標に達したか。

（１）学生からの評価：

平成 23 年度に実施したⅰ）上記セミナー等の開催

時のアンケート調査とⅱ）通年の統合評価

アンケート調査については、学生の意欲・満足度

やニーズ、有用性など、系統的なキャリア形成支援

の教育成果を示すアンケート結果が得られた。

※ 当該アンケート結果は適宜教授会に報告してい

る【資料１】が、今回の添付資料には入れていない。

（２）教職員からの評価：

・学内キャリア形成支援体勢の質向上のために、

  全教職員を対象に実施した他大学有識者を講師

とする『特別 FD 講演会』実施時のアンケート

調査では、全学的な本事業に対する理解が深ま

るなどの肯定的な評価が得られた。

・本学教授会における就業力支援委員会の活動実

績報告や協議事項については、全学的な本事業

に対する理解や肯定的な評価に繋がっている【資

料１】。

（３）学外有識者からの評価：

・本事業の質向上を目的とした『評価委員会』に

おける、外部有識者による事業評価では、事業

実績や成果について肯定的な評価が得られてい

る。【資料２、３】

（４）修学状況・就職支援・キャリア形成支援につ

いての評価：

○学生に対する教育効果（履修状況や履修態度、退

学率など）

・キャリア形成支援に関する授業科目及びカリキュ

  ラムの参加者数が増えた。

・授業点検評価の中で、2011( 平成 23) 年度新入学

生の履修態度と学習活動に対する意欲の向上が

認められた。

・系統的な入学前教育と初年次導入教育カリキュ

ラムを実施した 2011( 平成 23) 年度新入学生にお

いて、前年度学生と比較して修学態度も良好で

あり、また退学者も有意に減少した（2010( 平成

22) 年度は入学者 125 名のうち退学者５名、４％

に対して、平成 23 年度は入学者 106 名のうち退

学者２名、1.9％：2012( 平成 24) 年３月 31 日現在）。

・2011( 平成 23) 年度歯科衛生士国家試験の合格率

は３年連続で 100％であった。本学では、国家試

験の合格は卒業後の専門就職としての就職支援』

の一つとして位置付けており、キャリア形成教

育の成果の一つとして評価できる。

○学内教育支援体制への効果（就業力支援員による

就職支援の状況など）

・就業力支援員２名が常駐する就業力支援室を設

  置することで、就業力支援員と連携する教職員

に対する進路相談の件数が増加したとともに、 

就職支援に関わるシステム（個別指導・面談等）

を積極的に活用するようになった。

（５）就職状況・キャリア形成状況についての評価：

・専門就職の前提となる歯科衛生士国家試験の発

表（2011( 平成 23) 年度は平成 2012( 平成 24) 年３

月 28 日）の時期との関連があるため、年度内の

就職内定や就職率については、例年並みであっ

た。また、離職率等については、当事業の支援

を受けた卒業生を対象とした卒後調査（卒後３

年間等）として今後明らかにしていきたい。

③具体的な成果は何か。

本事業及び 2011( 平成 23) 年度に実施したキャリ

ア形成に係る教育事業（『大学生の就業力育成支援事

業』）【資料４】の中で、就職支援とキャリア形成支
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援教育の質的転換を目的として多面的な取組を推進

し、以下の成果が得られた。

（１）本学における就職支援及びキャリア形成支援

事業の質的転換を図る基盤として、『就業力支援委

員会』を設置し学内組織体制を整えるとともに【資

料５】、『就業力支援委員会規則』として必要な事

項を定め【資料６】、2010(平成22)年12月13日から全

学的な就職支援及びキャリア形成の取組を推進する

ことができた【資料１】。

（２）2012(平成24)年度入学生を対象とした、系統的

な入学前教育と初年次導入教育の充実を図り、「職

業観・勤労観」や「キャリア形成の基本的展望」の

涵養とともに、大学生活への適応支援と専門領域に

おける早期教育の質の向上を図ることができた。

（３）就業力支援員２名が常駐する就業力支援室を

設置することで、就業力支援員と助言教員との連携

による学生指導・相談・助言体勢の改善を図ること

ができた。さらに、他大学の外部有識者を講師とす

る全教職員を対象とした『特別FD講演会』を計２回

開催し、他大学の先進的な取組事例を当該事業取組

の改善に反映させることができた。

（４）企業（職場・施設）等の第一線での臨地実習

を実施することで、専門職としての就業力と汎用的

社会人基礎力の習得支援体勢の強化が図られた。さ

らに、キャンパス内高齢者施設における臨地実習の

中で、指導教員のもと両学科の学生が合同で参加

し、それぞれの専門教育領域を学生が自主的に相互

に教え合う実習形態も取り入れ、高齢社会のニーズ

に対応した『口腔ケア』実習教育や多職種連携教育

の質の向上が図られた。

（５）保育学、食物栄養学、保育学、ビジネス実務

学を教授する他大学の専任教員等を招聘し、キャリ

ア形成支援教育を系統的に実施した（2011(平成23)年

度に90分×計24コマ）【資料７】。受講学生の満足

度も高く、学生ニーズに沿った取組としての全学的

な支援態勢の充実を図ることができた。

（６）第一線で活躍する実務家、卒業生アドバイ

ザー等と連携した医療・福祉系就業のためのキャリ

アガイダンス・セミナーを実施し、キャリア形成支

援態勢の充実が図られた。

（７）2011(平成23)年９月８日と2012(平成24)年３月

15日に外部有識者を含む『評価委員会』を開催し、

取組の成果について肯定的な評価を得るとともに

【資料３】、他大学の先進的な取組事例を本教育事

業の取組の改善に反映させることができ、将来につ

ながる本学全体のキャリア形成教育の質的転換の糧

とすることができた。

今後の計画

１．当該プログラムの成果をどのように活用してい

くか。

少子高齢社会を迎えた医療・福祉の職域において、

社会的・職業的自立につながる就職・キャリア形成

支援の取組は、高齢者の生活の質を支える資質の高

い人材確保としての意義も大きく、下記の２つの観

点を柱に、2012( 平成 24) 年度以降もキャリア形成教

育を継続していく。

（１）PDCAサイクル活用のための多面的な教育

ニーズの把握：

本事業を通じて得られた成果を、これからの社会

や産業界のニーズに対応した実効的な取組として

推進するために、学内評価調査とともに、卒業生

とその企業（職場）の上司等を対象とする学外アン

ケート調査等の外部評価態勢の一層の向上を図り、

外部評価を通じて得られる多面的な教育ニーズを、

PDCA サイクルを通じた取組の質的転換に繋げてい

きたい

（２）予測困難な時代における専門職としての生涯

学習を視野に入れた教育支援態勢：

これからの予測困難な時代において、職業人の立

場として将来に活路を見出す局面に際し、在学中よ

り生涯学び続け主体的に考える能力を育成しておく

ことは、実効的なキャリア形成教育支援であると考

える。本学の専門教育のさらなる質的転換のために

も、専門職としての生涯学習を視野に入れた教育支

援体勢を充実させていきたい。

２．今後の計画

上記の（１）（２）の取組について、以下の具体的

な計画を策定している。

（１）PDCAサイクル活用のための多面的な教育

ニーズの把握：

2012( 平成 24) 年度には、多面的な就職支援・キャ

リア形成支援に関する学内評価アンケート調査を継

続実施するとともに、2011( 平成 23) 年度卒業生とそ

の企業（職場）の上司等を対象とする卒後追跡調査

の計画を策定しており、2012( 平成 24) 年度以降のキャ

リア形成支援事業における評価体制の充実を図る予

定である。
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（２）予測困難な時代における専門職としての生涯

学習を視野にいれた教育支援態勢：

専門職としての生涯学習を視野に入れた教育支援

体勢を充実させる方策として、以下の３つの具体的

な計画を進めて行く。

（２-Ⅰ）介護予防と多職種連携の実践を推進する

『教育モデル』の構築：

・主体的で持続可能な学びを支えるための専門発

展科目としての『口腔介護推進歯科衛生士』

と『口腔ケア支援介護福祉士』育成教育と認定

資格制度の推進

・将来の医療・福祉領域の変化に対応する多職種

  連携のための『医療的ケア』教育

（２-Ⅱ）医療・福祉分野における主体的なキャリア

形成支援教育：

これからの高齢社会ニーズに対応するために、在

学中から従来の専門知識や技術の教授にとどまらず、

認知症等に対する専門支援技術などの幅広い『福祉

系資格』に対応した教育支援も、専門職のキャリア

形成教育の質的転換に資する取組と位置付けている。

ちなみに本学では、将来のキャリア形成に関する

学生ニーズの把握のために、2012( 平成 24) 年２月６

日に、2011( 平成 23) 年度卒業生を対象とした『福祉

系資格』（認知症支援専門士とケアマネジャー）取得

支援に関するアンケート調査を実施し、社会的・職

業的自立にも繋がる上記の『福祉系資格』の取得支

援の要望について把握することができた。

（２-Ⅲ）主体的な自己理解・自己管理を支援する

『学修自己評価ポートフォリオ』教育：

職業人として活躍できるよう、主体的な自己理解・

自己管理を前提とした考える力を在学中から育成す

る方策の一つとして、『学修自己評価ポートフォリオ』

教育の計画を策定している。2012 ( 平成 24) 年度新入

生全員を対象とした取組で、キャリア形成教育と連

携させた系統的な指導スケジュールに基づき、年２

回、学期の終了ごとに学修達成度の自己理解と自己

評価を行い、助言教員のアドバイスの下に次学期の

履修方針を立て学修の自己管理を継続していく取組

である。学生自身の「自己管理能力」の涵養と、職

業人としての主体的な資質能力の理解・確認のため

の学内教育指導態勢の強化を進めている。

就職未内定者への支援策

１．内定（内々定）のピークを過ぎても内定（内々定）

を得られない者への支援策

２．未内定のまま卒業した者への支援策

現時点において、本学卒業生は求人倍率の比較的

高い医療・福祉分野への専門就職の割合が高い状況

であるが、上記学生に対する支援は重要な課題と考

えている。特に、未内定のまま卒業した者に対しては、

在学生以上にきめ細やかな支援が必要であり、就業

力支援室の有効利用を促すとともに、助言教員との

連携による相談・助言の指導をさらに充実させたい。
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評 定 ： Ｓ

評定理由（総論）

本プログラムは、医療・福祉を支える人材の就職

支援態勢の強化を図ることを目的として、①医療・

福祉系の勤務経験のある就職相談員を配置し個々の

学生に対応した就職支援の実施、②医療・福祉系の

企業や団体と連携した説明会を開催といった取組を

行うことで、内定率向上、ミスマッチ回避、早期離

職率低減という目標の達成を目指すものである。医

療・福祉系という学科の特性と大学の事情に合致し

た妥当な内容の取組が立案されており、高く評価で

きる。また、自己点検評価においても、５つにわた

る適切な観点を提示した上で、根拠となる客観的

データを収集し多面的な検証を実施しており、評価

できる。ただし、３つの目標の達成については、客

観的なデータに依拠する直接的な言及がなく、その

効果を説得的に提示することが望まれる。

評  価  結  果

資料 6 資料 7
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総　 評

本取組は、医療・福祉を支える人材の就職支援態

勢の強化を図ることを目的として、①医療・福祉系

の勤務経験（歯科衛生士、医療事務）のある就職相

談員２名を配置し、個々の学生に対応した就職支援

を実施するとともに、②医療・福祉系の企業や職能

団体（歯科医師会と介護福祉会）と連携した説明会

を開催するといった事業を行うことで、就職内定率

向上、学生・企業間のミスマッチ回避、早期離職率

低減という具体的目標の達成を目指すものであり、

厳しい就職環境に直面する大学の事情と医療・福祉

系という学科の特性に合致した、妥当な内容の取組

が立案されており、高く評価できる。

本取組については、教職員、学生両方に対する周

知徹底と情報共有の方策が、組織・運用面から適切

に実施されている点も高く評価できる。とりわけ、

教職員に対する周知を図るために設置された「就業

力支援委員会」は、教授会に対して活動実績の報告

を行うだけでなく、教授会からのフィードバックを

取り込み、各取組に生かしていくという PDCA サ

イクルの中心として機能したことが確認でき、注目

に値する。また、学生に対しても学内掲示ポスター

を作成するなど、誠実に広報に努めたことが認めら

れる。

上記の就職内定率向上、学生・企業間のミスマッ

チ回避、早期離職率低減という具体的目標について

は、本取組期間において十分に達成されたとは言い

難いものの、本取組終了後の平成 23 年度以降、①

介護予防と多職種連携の実践を推進する『教育モデ

ル』の構築、②医療・福祉分野における主体的なキャ

実  地  視  察  報  告

リア形成支援教育、③主体的な自己理解・自己管理

を支援する『学修自己評価ポートフォリオ』教育と

いった各取組を継続強化しており、今後の成果が期

待できるものとなっている。総じて、本取組は具体

的な計画・工程表等に基づいて実施されたことが確

認でき、高く評価できるものである。

個別事項

実地視察において、本取組についてヒアリングを

行った結果、以下の点が特筆できる。

（１）支援プログラム初年度の平成21年度は、取組

の中心組織として、学長、学科長、就職担当教員、

就職相談員らで構成される「推進委員会」が設置さ

れ具体的な計画の策定が行われていたが、平成22年

12月にはこの組織を拡充・恒久化するために、「就

業力支援委員会」を設置し、規程の整備を行った。

これ以降、この委員会が①教職員への取組の周知

徹底、②学務・FD委員会とともに就業力育成教育

の策定、③各取組の評価そして改善という、PDCA

サイクルの中心として機能していることが認められ

る。こうした就職支援の取組は、概して一部の教員

の個人的力量に頼りがちになるところであるが、こ

の委員会を十分に機能させ、歯科衛生学科、保健福

祉学科教員が集団として学生に向き合う体制を整え

たことは、短期大学という特殊性を考慮に入れたと

しても、教員の凝集性を高める取組として注目に値

する。

（２）自己点検評価においては、適切な観点（学

生、教職員、学外有識者、修学状況、就職状況）を

提示し、それに対応するデータを収集した上で点検

視察日：2012(平成24)年10月22日（月）
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評価と改善案の策定に努めており、その姿勢と手法

は評価できる。とりわけ、就業力支援プログラム評

価委員会を設置し、学内外から委員を募った上で、

取組全般について評価・検討を行ったことは、こう

した時限的なプログラムの運営の点検評価のあり方

として注目に値する。点検で収集したデータ及び分

析からは、2009(平成21)・2010(平成22)年度において

各取組が高い実効性を持ったかどうかの判断は難し

いところではあるが、プログラム終了後も現在に至

るまで就業力支援の取組は継続ないし拡充されてお

り、その効果測定のための点検評価も同様の手法で

継続していることを考慮すると、より実効性の高い

事業の策定に今後繋がっていくことが大いに期待で

きるものである。


